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報告事項１ 

平 成 ２ ７ 年 度 事 業 報 告 

 

自 平成２７年４月 １日 

至 平成２８年３月３１日 

 

日銀短観（２０１６年３月調査）によれば、大企業・中小企業ともに景況感は悪

化し、先行きへの警戒感も強まる等、今後の見通しは不透明です。 

北海道の不動産市況について、３月に発表された地価公示では、全用途の平均変

動率が横ばいになる等、多少の改善は見られますが、実際には札幌中心部及び地下

鉄駅周辺といった一部地域が大きく上昇した結果であり、北海道全体として依然と

して下落が続いており、ますます二極化が進行しています。 

こうした中、３月２６日に北海道民の長年の夢であった北海道新幹線が、整備計

画から４０年以上の月日を経て、開業にこぎつけました。北海道新幹線の開業は、

東北や首都圏からの観光客を呼び込み、地域活性化の起爆剤として期待されます。 

しかし、一方で、その効果は道南地域に限定されるのではないかという懸念もあ

ります。新幹線効果を道内全域に行き渡らせるためにも、一日も早い札幌延伸が待

たれます。 

当協会は「公益社団法人」として、確実に公益目的事業比率５０％以上をクリア

する必要があることから、各事業の進捗状況及び収支状況の把握に努めました。 

公益目的事業として消費者保護事業は、無料相談事業やたっけんライブラリー事

業、テレビ・啓蒙冊子・ホームページ等を活用した不動産取引トラブルの未然防止

を目的とした啓蒙事業等を実施しました。 

人材育成事業は、宅建業者や一般消費者を対象とした研修事業、宅地建物取引士

法定講習、宅地建物取引士資格試験を実施しました。 

また、会員支援を目的に設立した「一般財団法人北海道宅建サポートセンター」

と連携し、会員支援事業の充実に努めました。 

以下、平成２７年度各事業の詳細をご報告いたします。 
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Ⅰ.公益目的事業 

 １．消費者保護事業（公１） 

（１）相談事業の充実（苦情処理委員会） 

    一般消費者等からの相談に適切に対応するため、諸機関・他団体等が主催する

研修会等への参加により、職員の質的向上を図るとともに、業務の改善と効率化

に積極的に取り組み、相談業務の充実に努めました。 

① 一般相談業務 

平成２７年４月から平成２８年３月における一般相談の受付件数は６，６１

６件で、昨年度（６，７４０件）に比べて１２４件減少しました。内容別では、

借地借家に関する相談が３，０７５件（約４６％）、業法・民法に関する相談

が１，１９８件（約１８％）、契約に関する相談が９８９件（約１５％）とな

っており、これらで相談件数全体の約７９％を占めています。 

また、相談件数６，６１６件の内、本部無料相談所での受付件数は５，５８

７件となっており、全体の約８４％を占めています。（別表１参照） 

② 他団体・諸機関主催の各種研修会等への参加 

他団体・諸機関主催の各種研修会等への参加により、担当職員の資質向上に

努めました。 

 

（２）不動産相談員への専門研修の実施および出張講習・講師派遣等の実施（苦情 

処理委員会） 

    一般消費者等からの相談・苦情案件の迅速・適正な処理に対応するため、保証

協会との協力により、不動産相談員を対象とした専門研修を実施し、相談員の更

なる質的向上に努めました。 

研修会名 「平成２７年度相談・苦情解決業務研修会」 

【地方９支部研修会】 

① 日  時 平成２７年７月２９日（水） １３：３０～１６：００ 

② 場  所 北海道建設会館 ９階 大ホール（札幌市中央区北４西３） 

③ 出席者数 ７３名（認定相談員５２名、専任相談員２名、担当役員・理

事・支部長８名、職員１１名） 

④ 研修内容 「相談・苦情解決業務・弁済業務マニュアル等について」 

       説明者：本部事務局 主任 川村 健 

      「本部委員会における弁済案件とその対応等について」 

       発表者：本部苦情処理委員 大谷 賀津雄 

      「旭川支部における苦情相談業務の取り組み等について」 

       発表者：旭川支部苦情処理担当副支部長 吉川 裕二 
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【札幌５支部研修会】 

① 日  時 平成２７年８月３日（水） １３：３０～１５：３０ 

② 場  所 北海道建設会館 ８階 Ａ会議室（札幌市中央区北４西３） 

③ 出席者数 ３２名（認定相談員１８名、専任相談員３名、担当役員・理

事・支部長７名、職員４名） 

④ 研修内容 「業務マニュアルの改訂及び相談対応時における留意事項等」 

       説明者：本部事務局 主任 川村 健 

      「近隣トラブル・悪質クレーマーへの対応について」 

       講 師：札幌総合法律事務所 弁護士 田代 耕平 

 

出席者数は、延べ１０５名（相談員・支部職員９３名、本部役職員等１２名）

でした。 

また、消費者の利益保護に寄与することを目的に、不動産取引に係るトラブル

の未然防止や宅建業者の法令遵守の啓発等を進めるため、出張講習・研修会の実

施および講師派遣の支援等に努めました。 

 

研修会名「平成２７年度 帯広支部第１回相談員研修会」 

① 日  時 平成２７年７月９日（木） １０：３０～１４：００ 

② 場  所 帯広支部会館会議室（帯広市西１２南１７） 

③ 出席者数 帯広支部認定相談員等 １０名 

④ 研修内容 「本部相談所が取り扱った認証申出事例」「法令改正情報等」 

       講 師：本部事務局 主任 川村 健 

 

研修会名「平成２７年度 釧路支部相談・苦情処理研修会」 

① 日  時 平成２８年２月４日（木） １３：００～１５：００ 

② 場  所 ＡＮＡクラウンプラザホテル釧路（釧路市錦町３－７） 

③ 出席者数 釧路支部・北見支部 不動産相談員・役員等 ２０名 

④ 内  容 「本部相談所における苦情相談対応事例等について」 

        講 師：本部事務局 主任 川村 健 

        

（３）消費者啓発事業の充実（苦情処理委員会） 

    広く消費者の利益保護に寄与することを目的として、適正な宅地建物取引の推

進と不動産トラブルの未然防止等を進めるため、保証協会との協力により、「原

状回復のてびき」「媒介報酬啓発パンフレット」等の冊子・パンフレットを頒布

に努めました。 

①「原状回復のてびき」の配布 

賃貸借トラブルの未然防止及びその早期解決の指針として活用されること

を目的として、冊子「原状回復のてびき」を１万８千部作成し、道・各市町村・

各消費生活センター等の関係機関及び協会本部・各支部の窓口等を通して、広

く一般消費者等へ配布しました。 
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②「賃貸借媒介ルール啓発パンフレット」の配布 

広く消費者の利益保護に寄与することを目的として、「賃貸借媒介ルール啓

発パンフレット」を５千部作成し、道・各市町村・各消費生活センター等の関

係機関及び協会本部・各支部窓口等を通して一般消費者等へ配布しました。 

 

 （４）たっけんライブラリ－事業の実施（苦情処理委員会） 

    不動産取引に関するトラブルの未然防止と取引の公平性・安全性に寄与する

ことを主な目的に、広く一般消費者等の不動産に関する知識の取得や情報収集

機会の拡大等を図るため、「たっけんライブラリ－事業」の実施に努めました。

（別表２参照） 

 

（５）たっけんライブラリー事業の充実に向けた企画立案（企画事業委員会） 

    たっけんライブラリー事業の一層の充実を図るため、同事業で行うイベントを

企画し、所管する苦情処理委員会に提案しました。 

 

（６）行政機関との連携強化（苦情処理委員会） 

    一般消費者に対する相談機会の多様化を図る取り組みの一つとして、北海道管

区行政評価局が実施する合同行政相談等への積極的な参加に努めました。（別表

３参照） 

 

（７）不動産関係法令の新設・改正への対応（不動産近代化委員会） 

    不動産関係法令の新設や改正について、関係委員会と協力してホ－ムペ－ジや

広報誌を通じ迅速な情報提供に努めました。 

 

（８）広報誌「宅建ほっかいどう」の発行（広報委員会） 

  不動産取引に関する知識や情報を発信することにより、安心・安全な不動産取

引の推進に寄与することを目的として、広報誌「宅建ほっかいどう」を年６回発

行しました。 

なお、広報誌は会員に配布する以外にも、協会窓口やたっけんライブラリーの

会場等で消費者に配布する他、ホームページからも閲覧できるようにしました。 

 

（９）ホ－ムペ－ジの充実（広報委員会） 

  安心・安全な不動産取引の推進を図るため、不動産関係法令の改正情報や取引

の基礎知識等に係る情報を発信するとともに、宅地建物取引士法定講習や宅地建

物取引士資格試験の実施情報、各種セミナーの案内等、会員や消費者を問わず有

益な情報発信に努めました。 

 

（10）公益目的事業のＰＲと不動産取引に関する知識の啓発・普及（広報委員会） 

    公益目的事業のＰＲと不動産取引に関する知識の啓発・普及による、安心・安

全な不動産取引の推進に寄与することを目的として、テレビ番組を放送しました。 
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① 放 送 局 ＵＨＢ北海道文化放送 

② 番 組 名 「たっけん 住まいのアドバイス」 

③ 番組内容 当協会の役員が出演し、「間取・方角」「物件の見学」「瑕疵担保

責任」「敷金」「原状回復」等をテーマに、消費者が不動産取引

をする際に知っておきたいこと、注意しておきたいことについ

て、延べ６回に渡って、分かり易く解説しました。また、番組

内において、毎回、当協会が公益目的事業として実施する「不

動産無料相談」や「たっけんライブラリー事業」についてＰＲ

した他、「ハトマーク」と「不動産無料相談所」をＰＲするＣＭ

（１５秒）を放送しました。 

④ 放送日時 平成２８年１月１０日（日）、１月２４日（日）、２月１４日（日） 

            ２月２８日（日）、３月１３日（日）、３月２７日（日）

各回 午前８時５５分～午前９時００分（全６回） 

 

（11）物件調査ガイドの公開（企画事業委員会） 

宅地建物取引において、消費者等に契約締結前に対象物件に関する事項や取引

条件に関する事項等について説明を行う重要事項説明は、消費者等が契約の意思

決定を行う上で肝要であり、適切な重要事項説明を行うことはトラブルの未然防

止を図る上で不可欠で消費者保護にも繋がることから、宅地建物取引業者が法令

制限を調査する際の担当窓口を確認したり、消費者自身が対象物件を調査する際

の便宜に適うよう物件調査ガイドをホームページ上に公開し、より多くの方が利

用できる環境づくりに努めました。 

また、必要に応じて情報を適宜更新出来るよう、メールフォームを活用して利

用者から情報提供を募りました。 

     

 （12）支部不動産無料相談所の充実（支部事業） 

    不動産取引に関する相談に対し、適切な指導・助言を行うことによって、ト

ラブルの未然防止及び早期解決を図り、適正な宅地建物取引の推進と住生活の

安定を図るため、消費者保護を目的に設置する不動産無料相談所の充実に努め

ました。 

 

 （13）地域貢献事業（支部事業） 

        地域住民を対象に宅地建物取引に関するセミナ－や無料相談会を開催し、宅地

建物取引に関する知識を啓蒙するとともに、地域住民との信頼関係の構築を図り

ました。 

    また、北海道暴力団排除推進協議会と連携して地域社会から暴力団を追放し、

業界の健全な発展と明るい社会づくりを推進しました。 
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２．人材育成事業（公２） 

（１）宅建協会不動産研修会の実施（研修委員会） 

会員の資質向上及び法令を遵守した業務が行われるよう、各支部協力の下、研

修科目として、平成２７年度税制改正と業務への活用方法、民法改正が不動産取

引の実務に与える影響について等、業務上必要とされる科目を取り入れた宅建協

会不動産研修会について、計３回実施しました。 

受講状況については、３回の総受講社数が３，８０４社（前年度比１４９社減）、

受講率が４０．４％（前年度比１．９％減）となりました。（別表４参照） 

また、前年度に引き続き、平成２７年度版税制改正の手引き（小冊子）を、全

会員に無料で配布し、業務支援を行いました。 

 

（２）受託業務の適正な実施（研修委員会） 

① 宅地建物取引士法定講習の実施 

北海道知事の指定を受けて実施する宅地建物取引士法定講習を、札幌・函

館・旭川・帯広で計１６回実施しました。 

平成２７年度の受講対象者は２，２２３名、受講者は１，８９６名、宅建士

証の交付件数は新規及び更新等を含めて２，５９６件でした。（別表５参照） 

また、１回の講習の受講人数を調整することにより、受講環境の改善に努め

ました。 

② 宅地建物取引士資格試験の実施 

（一財）不動産適正取引推進機構より受託する宅地建物取引士資格試験を、

同機構及び各支部の協力を得て、適正に実施しました。 

なお、平成２７年度の申込者は６，５８５名、受験者は５，３４５名（受験

率８１．２％）、合格者は７３１名（合格率１３．７％）でした。（別表６参照） 

 

 （３）宅建起業セミナ－の実施（不動産近代化委員会） 

開業後の安心・安全な取引を推進することを目的として、消費者保護の立場

から宅地建物取引業の開業を志す個人や法人に対して、「宅建業に係わる法律

の基礎知識」や「開業に必要な基礎知識」等についてセミナーを開催し、全１

２講義に延べ１５０名が受講しました。 

 

（４）宅建業者対象研修会の開催（支部事業） 

宅建業者（会員外業者を含む）を対象とし、適正な宅地建物取引の推進のた

め、宅建業に関する法令等をテ－マとした研修会を開催し、専門知識の向上

に努めました。 
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Ⅱ．共益事業・収益事業 

１．協会ＰＲ事業（他１） 

（１）協会ＰＲ広告の実施（広報委員会・支部事業） 
  業界誌や一般誌等に当協会のＰＲ広告を掲載しました。 

 

２．宅建協会運営事業（他２） 

（１）レインズの利用促進（不動産近代化委員会） 

平成２７年度のレインズ物件登録数は、売買物件２０，８５４件（前年度比１

０２．１％）、賃貸物件５，０３７件（前年度比８４．９％）、合計２５，８９１

件（前年度比９８．２％）で、成約物件登録数は、売買物件５，００３件（前年

度比１０８．１％）、賃貸物件１，６９６件（前年度比８８．４％）、合計６，６

９９件（前年度比１０２．４％）でした。（別表７参照） 

レインズＩＰ型会員数は、２，３６３会員（加入率７５．８％）となりました。

（別表８参照） 

また、レインズの利用促進と法令を遵守した不動産流通活性化に努めました。 

 

（２）ハトマ－クサイトの利用促進及びＰＲ（不動産近代化委員会） 

平成２７年度のハトマークサイトの物件公開数は、売買物件５２，７０７件（前

年度比１０７．０％、うちハトマーク登録システムからの公開数は５，５５１件）、

賃貸物件６０，４３７件（前年度比８４．９％、うちハトマーク登録システムか

らの公開数１，３４５件）、合計１１３，１４４件（前年度比９３．９％、うち

ハトマーク登録システムからの公開数は６，８９６件）でした。（別表９参照） 

ハトマークサイトの会員数は８５８会員（加入率２７．５％）となりました。

（別表８参照） 

また、ハトマークサイトの利用促進を図るため、ハトマークサイトの利便性等

について広報誌への掲載や、ハトマークサイトの研修会に講師を派遣し、積極的

に周知をしました。 

 

（３）入会員研修の実施（研修委員会） 

新入会員を対象とした研修会を札幌・函館・旭川・帯広で計４回実施しました。 

研修内容は、協会組織の概要、実際の苦情解決申出案件と弁済申出案件の実例等

について解説し、５９社（受講率５７．８％）が受講しました。（別表１０参照） 

   

（４）不動産コンサルティング技能試験の実施(研修委員会) 

（公財）不動産流通推進センタ－より受託する不動産コンサルティング技能試

験を、同センタ－と綿密な連携を図り適正に実施しました。 

なお、２７年度の申込者は３６名、受験者は２９名（受験率８０．６％）、合

格者は１５名（合格率５１．７％）でした。（別表１１参照） 
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（５）実務経験のない新入会員等を対象とした実務セミナーの実施（企画事業委員

会） 

当会は入会後５年以内に退会する会員が増加傾向にあり、その要因の一つとし

て、実務経験のない新入会員等へのサポートが不十分なことが考えられます。 

そこで、実務経験のない新入会員等をサポートするため、媒介業務や売買業務

の実務に関する基礎知識の習得を目的としたセミナーを２回開催したところ、募

集定員を大幅に超える申し込みがあり、延べ３９名が受講しました。 

また、不動産取引を円滑に行うには、他業者との連携が不可欠であることから、

受講者同志の交流を図るため、グループミーティングを実施しました。 

 

（６）入会促進活動の実施（総務委員会） 

全国的な会員数や入会者の減少のため、新入会員の加入促進に努めたとともに、

入会事務処理を適正かつ迅速に行いました。 

 

（７）事務局体制の強化及び職員の資質の向上（総務委員会） 

本部及び札幌地区支部合同事務所の窓口業務のより一層の充実を図りました。 

また、統一した経理処理等の事務処理体制及び、規程類の正しい運用を図るた

め、事務局職員会議を開催しました。 

 

（８）インタ－ネット上での情報公開の実施（総務委員会） 

会員名簿、計算書類、役員名簿等をインタ－ネット上に公開し、広く一般に情

報公開を行い、協会運営の透明化・適正化に寄与しました。 

 

（９）ハトマークグループ・ビジョン推進活動の協力（総務委員会） 

全宅連が推奨しているハトマークグループ・ビジョンの推進に向け、北海道版

ハトマークグループ・ビジョンを作成し、ホームページや広報誌に掲載して推進

に努めました。 

 

（10）不動産キャリアパーソン講座の受講促進活動の協力（総務委員会） 

全宅連が会員企業の全従業員及び、一般消費者に受講を勧めている不動産キャ

リアパーソン講座の周知活動と受講促進に努めました。 

 

（11）他の委員会の所管に属さない事項の検討（総務委員会） 

   北海道既存住宅流通促進協議会など、他の委員会の所管に属さない事項につ

いて、他団体等との連携を密に検討を行いました。 

 

（12）健全な財務運営と適正な経理処理（財務委員会） 

① 公益社団法人として適正に事業を実施するため、公益事業比率を遵守した予

算執行に努めました。 

② 厳しい財務状況を鑑み、本部経費、支部交付金配賦基準等の一部見直しを行

いました。 
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③ 各事業の進捗状況並びに収支状況を把握し、事業の内容等について、規約規

定等に基づき適切に行われているか、チェック体制を強化しました。 

④ 支部予算の配賦基準を明確にし、支部予算案の作成については、公益事業と

共益事業のバランス、透明性と公正及びコンプライアンスを重視するよう、次

年度の予算編成に向けた各支部の担当役職員に対する説明会を開催しました。 

⑤ 平成２０年会計基準に基づく適正な会計処理を実施し、本部・支部役職員間

の意思統一を行い、適切な事務処理体制を図りました。 

⑥ 具体的な会計処理にあたっては、必要に応じ会計事務所と連携し適切な助言

を受けました。 

 

（13）会員を対象にした研修会の実施（支部事業） 

  会員の日常業務を支援するため、宅建業に関する法令や税制等をテ－マとした

研修会を開催し、専門知識の向上に努めました。 

また、会員のパソコン操作技能向上を目的にレインズの操作方法等について研

修会を開催しました。 

 

（14）宅建業に属さない地域貢献事業の実施（支部事業） 

   宅地建物取引とは関連がありませんが、地域社会に貢献することを目的とし

て、少年野球大会の実施、地域事業への協賛、献血活動、たくけんウォーク等

の地域貢献事業を実施しました。 

 

（15）支部広報誌の発行（支部事業） 

支部会員に対して広報誌を発行し、活動状況等について報告しました。 

 

（16）会員交流事業の実施（支部事業） 

   会員相互の情報交換及び親睦交流を目的として新年交礼会や情報交流会等の

会員交流事業を実施しました。 

 

（17）関係諸団体との連携（支部事業） 

   関係諸団体との連携のもと、業界の資質向上に努めました。 

 

 

３．会館管理事業（収１） 

（１）収益事業（会館管理事業） 

      テナントの賃料を財源として不動産会館の維持管理を行い、収益は公益事業 

費に還元し、健全な会館管理事業を実施しました。 



　  内訳 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

業 契 物 報 借 手 税 ロ 登 業 建 価 国 そ 合

者 約 件 酬 地 付 金 ｜ 記 法 築 格 土 の

に に に に 借 金 に ン に ・ ⌒ 等 法 他

関 関 関 関 家 に 関 等 関 民 建 に ・ 計

す す す す に 関 す に す 法 基 関 都

る る る る 関 す る 関 る に 法 す 計

相 相 相 相 す る 相 す 相 関 含 る 法

談 談 談 談 る 相 談 る 談 す ） 相 等

相 談 相 る に 談 に

談 談 相 関 関

談 す す

る る

相 相

談 談

支部

小　樽 5 4 16 0 13 0 0 0 0 4 1 0 0 1 44

函　館 29 27 24 10 26 0 0 0 0 5 0 8 1 61 191

室　蘭 1 0 31 1 22 0 0 0 1 1 3 2 0 12 74

苫小牧 15 11 0 0 23 0 0 0 0 0 3 0 0 11 63

空　知 3 0 1 0 2 0 0 0 2 0 0 0 0 2 10

旭　川 13 51 29 3 209 1 24 0 4 129 2 1 0 1 467

帯　広 0 9 7 0 26 0 0 0 0 1 0 9 0 3 55

北　見 0 6 10 0 1 0 1 0 1 0 0 0 0 2 21

釧　路 5 6 25 2 37 0 5 0 5 1 0 2 1 15 104

本　部 122 875 349 126 2,716 23 49 16 34 1,057 15 14 7 184 5,587

合　計 193 989 492 142 3,075 24 79 16 47 1,198 24 36 9 292 6,616

一般相談受付状況

一般相談申出件数（単位：件）

平成２７年４月１日 ～ 平成２８年３月３１日

別表１ 
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たっけんライブラリー事業 実施状況 

                       

  （1）日  時   【４月度】  ４月 ９日(木)～１０日(金) （２日間） 

【５月度①】 ５月１１日(月)～１４日(木) （４日間） 

【５月度②】 ５月２３日(土)～２４日(日) （２日間） 

           【６月度】  ６月１５日(月)～１９日(金) （５日間） 

           【７月度】  ７月１３日(月)～１７日(金) （５日間） 

           【８月度】  ８月２４日(月)～２６日(水) （３日間） 

【１０月度】１０月 ７日(木)       （１日間） 

【１１月度】１１月１２日(木)       （１日間） 

           【１２月度】１２月１４日(月)～１７日(木) （４日間） 

           【１月度①】 １月 ５日(火)～ ６日(水) （２日間） 

           【１月度②】 １月２７日(水)～２８日(木) （２日間） 

【２月度】  ２月１５日(月)～１８日(木) （４日間） 

【３月度①】 ３月 ７日(月)～１１日(金) （５日間） 

           【３月度②】 ３月１７日(木)～１８日(金) （２日間） 

※ 実施時間 10:00～17:00（７月のみ 19時迄） 

 

（2）場  所   〇札幌駅前通地下広場イベントスペース 

北大通交差点広場(東) (４月、６月、１０月、３月①）  

             北大通交差点広場(西) (５月①、８月、１月②）      

憩いの空間(西)    (７月、２月、３月②） 

北３条交差点広場   (１１月、１２月） 

北１条イベントスペース(１月①） 

〇つどーむ(札幌市) (５月②) 

 

（3）内  容   ① 不動産に関する資料・図表等のパネル展示 

「賃貸住宅の退去と原状回復について」 

（４月、１月②、３月①） 

            「不動産購入時の注意点Ｑ＆Ａ」（５月①②） 

            「既存(中古)住宅購入時の注意点」（６月） 

    「住まいと防災」（７月、１０月） 

「世界の家を見に行こう！」（７月、１１月） 

「サービス付き高齢者向け住宅について」（８月、１１月） 

「賃貸借契約時に必要な法律知識と基本的生活マナーに 

ついて」（１月①、３月②） 

別表２ 
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 ② 冊子･パンフレットの無料配布 

 ③ 不動産に関する情報提供や助言等の相談対応  

   

（4）相談・冊子等配布状況    

[相談件数]  [冊子・パンフ類配布数] 

            【４月】   ２０件      １,１８０部 

【５月①】  １８件        ５６８部 

            【５月②】  １６件        ４６０部 

            【６月】   ４８件      ２,２１３部 

            【７月】   ６０件      ３,１６４部 

            【８月】   １４件        ４１６部 

            【１０月】   ６件        ４７７部 

【１１月】  １４件        ５１５部 

            【１２月】  ６２件      ２,６１９部 

            【１月①】  ２３件        ７８９部 

            【１月②】  ２１件        ６１５部 

            【２月】    ５件      １,８７４部 

            【３月①】  ６８件       ２,６３８部 

            【３月②】  １０件        ６６６部 

（合 計） ３８０件     １８,１９４部 

  

（5）各支部相談員派遣状況   

①５月度②は、道新主催「北海道住まいと暮らしのフェア 2015」に出展 

実施しました。 

②１月度①と３月度②は、札幌市主催「地域のまちづくり広場ｉｎチカ 

ホ」会場に併設して実施しました。 

③１２月度（札幌各支部に相談員派遣を依頼） 

実施日 相 談 員 氏 名 

12月14日 札幌東支部  師岡 郁彦 札幌東支部  平野 辰雄 

12月15日 札幌中央支部 渡辺 博文 札幌中央支部 阿部 昭夫 

12月16日 札幌南支部  佐藤  亮 札幌南支部  岡林 敏一 

12月17日 札幌西支部  田仲  鼎 札幌西支部  北尾 榮章 

 

（6）その他 

   札幌西支部、帯広支部、北見支部及び、札幌駅前通地区活性化委員会 

  が実施した各種イベントに対し、資器材等の貸出や支援の他、出展等を 

実施しました。 



別表３

開 催 日 場 所 派 遣 相 談 員

4月24日 大窪　義裕

5月22日 澤村　丈夫

6月26日 伊藤　新市

7月24日 大窪　義裕

8月28日 澤村　丈夫

9月25日 伊藤　新市

10月13日
イオン札幌平岡
センターコート

伊藤　新市

10月19日
札幌駅前通
地下広場

澤村　丈夫

10月23日 大窪　義裕

11月27日 澤村　丈夫

12月25日 伊藤　新市

1月22日 大窪　義裕

2月26日 澤村　丈夫

3月25日 伊藤　新市

6月19日

10月8日

10月15日
登別中央ショッピング
センターアーニス

山下　克彦

10月29日
モエル中島

イベントスペース
小林　貴秀

瀬尾　光博

高橋　俊幸

瀬野　　誠

松井　光宏

飛渡　理良

帯 広 支 部 10月20日 藤丸百貨店 川上　　哲

苫 小 牧 支 部

合同行政相談参加状況

時 間

長崎屋小樽店
公共プラザ

小 樽 支 部 木村　正夫

室 蘭 支 部

11:00 ～ 16:00

10月6日

本 部 10:00 ～ 16:00

さっぽろ東急百貨店
札幌合同行政相談所

さっぽろ東急百貨店
札幌合同行政相談所

イオン苫小牧
ウエストコート
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136 受 講 人 数 51 44
33

1.支部別受講状況（第1回～第3回延べ数）

74 205

46 141

147 受 講 人 数 72 59

115

対 象 社 数 96 96

39.4%

●小樽支部

39 132

受 講 人 数 20 22 26 68 受 講 人 数 273 259 234 766

受講社数 受講人数

867 847 832 2,546

401

541

受 講 人 数 受 講 人 数 42 51

287
378

札　幌
小　樽

対象社数
5,141
287

第1回 第2回

合　計

2,546

136
147
132
766
389
141

9,427

2,028

303

315
106

1,139
610
340

帯　広
北　見
釧　路

函　館
室　蘭
苫小牧

旭　川
空　知

68
240

179

3,804

61
186
111
127
108
583 51.2%

51.6%
31.2%

受講率
39.4%
21.3%
34.4%
38.7%
33.6%
35.6%

受 講 率 48.5% 37.6% 47.8% 44.6%

44.6%

40.4%

205

4,770

●空知支部

●旭川支部

受 講 社 数 33 42 33

受 講 人 数 145 129 389

受 講 社 数 65 50 64

第3回 合計
対 象 社 数 134 133 134

179
401

第1回 第2回
●釧路支部

106

受 講 率 36.0% 28.3% 29.2% 31.2%

受 講 社 数 41 32

第3回 合計
対 象 社 数 114 113 113 340

第1回 第2回

315

受 講 率 55.2% 52.2% 47.5% 51.6%

●北見支部

受 講 社 数 112 107 96

第3回 合計
対 象 社 数 203 205 202 610

第1回 第2回

583

受 講 率 54.0% 50.1% 49.5% 51.2%

●帯広支部

受 講 社 数 203 191 189

合計
対 象 社 数 376 381 382 1,139

第1回 第2回 第3回

108

受 講 率 32.0% 42.0% 33.0% 35.6%

受 講 社 数

●苫小牧支部

96 287
第1回 第2回

対 象 社 数

●室蘭支部

受 講 率 32.2% 37.2%

58 67 61
受 講 人 数 79 83 78 240

受 講 人 数 37 38 61

合計
対 象 社 数対 象 社 数 1,708 1,717 303

第2回 第3回合計
5,141 100 100103

第1回

22.1% 21.3%

合計
95 287

第3回

61

●札幌地区5支部

2.支部回数別受講状況

1,716
第1回 第2回 第3回

受 講 社 数 673

受 講 率 40.1%

689 666

39.4%

2,028

19 21 21

対 象 社 数 180 180

受 講 社 数

第1回

19.8%

●函館支部

受 講 率 21.9%

33.6%

36 127

38.7%

28.1%
41

128 378
受 講 社 数 49 42

受 講 率 39.2% 33.6%
受 講 人 数 60 46

33.7% 33.3%

対 象 社 数 125 125
第1回

合計

宅建協会不動産研修会受講状況

38.8%

合計

47 111

49.0%

第3回

合計

受 講 率

第2回

95 96
第3回

受 講 社 数 32 32

第2回 第3回

33.7% 34.4%

186
181 541

別表４ 
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